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研究成果の概要（和文）：南極氷床の沿岸部からドームふじまでの約1,000kmのルート上にある約500点で、
1991-2019年の表面質量収支を解析した。その結果、涵養量は氷床表面が比較的なだらかな場所で大きく、急傾
斜の場所で小さいことがわかった。また，2009年と2011年は他の年に比べて涵養量大きい。観測領域では両年と
もに総観規模擾乱による低緯度からの水蒸気輸送イベントが5回発生し，多量の降雪があった。本研究では，現
地観測データから有意な積雪イベントを確認し，この地域の最近のマスバランス変化のメカニズムに関する新た
な知見を得た。以上の成果をまとめ、査読付国際学術誌に投稿準備中である。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the surface mass balance for 1991-2019 at about 500 points along
 the 1,000-km route from the coast of the Antarctic ice sheet to the Dome Fuji. The results show 
that the spatial distribution of the accumulation rate is high in the area where the ice sheet 
surface is relatively gentle and low in the steep slope. In 2009 and 2011, the accumulation rate was
 higher than that in other years. In our measurement area, water vapor transport events from the 
north caused by the synoptic-scale disturbance occurred five times in both years, and there was a 
large amount of snowfall. In this study, we confirmed the significant accumulation event from the 
field observation data and obtained new knowledge of recent mass balance change mechanisms in the 
region. I have been compiled the above results and prepared them for submission to a peer-reviewed 
international journal.

研究分野： 雪氷学

キーワード： 表面質量収支　東南極ドローニングモードランド地域　南極氷床

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究でまとめた雪尺観測による表面質量収支は、沿岸部から内陸ドームを網羅し、比較的高い空間分解能で30
年程度の長期間に及ぶ。このため観測データが比較的乏しい東南極DML地域においては重要なデータセットであ
る。領域気候モデルや人工衛星観測による表面質量収支の検証を通して、現在気候下における南極氷床の表面質
量収支の定量的評価に貢献することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
南極氷床は地球上の氷の約 90%を占めており、海水準にして約 60 mに相当する。1990年代
以降、衛星観測技術の飛躍的な進歩によって、氷床質量の時空間変動が明らかにされてきた。近
年、西南極では氷床沿岸の棚氷の融解、氷厚の減少が相次いで報告されている 1)。この結果は科
学的・社会的に大きな注目を集め、沿岸部を中心に、各国で大規模な現地観測、衛星観測と気候
モデルの融合的な研究が進められている。 
一方、西南極の 10 倍以上の氷床量を有する東南極では、地域間で異なる変動を示している。
例えば日本南極地域観測隊の基地がある Dronning Maud Land（DML）では、近年氷床質量の
増加が報告されている 2)。この複雑な氷床変動の影響により、衛星観測の誤差は西南極の約 1.5
倍である。この結果、氷床全体の質量変化は先行研究間で大きなばらつきと誤差を示しており 3)、
現在の海水準変動や将来予測の研究に大きな不確定性をもたらしている。 
氷床上のある地点での表面質量収支の収入（涵養）要素は、降雪、昇華凝結、地吹雪の堆積、
氷床流動による流入である。支出（消耗）要素は風による削剥、昇華蒸発、積雪の融解、氷床流
動による損失である。例えば降雪も地吹雪によって削剥・再堆積するため、表面質量収支は単純
ではない。地域間で異なる東南極の表面質量収支を高精度で解明することが、南極氷床の質量変
化、海水準変動の現状把握や将来予測に不可欠である。しかし、現地データの圧倒的不足により、
衛星観測を用いた先行研究の多くは現地観測による検証を実施せず、誤差の増加に繋がってい
る。 
南極地域観測隊では、沿岸の昭和基地から内陸のドームふじ基地に至る約 1000 kmの輸送ル
ートに沿って、1971年から断続的に表面質量収支を観測している。2 km毎に竹竿を雪面に挿入
し、ほぼ毎年夏期に、雪面から竹竿の上端までの長さを測定し、年間の雪面高さの変化を求める。
同時に表層積雪密度を測定し、表面質量収支に換算する。また氷床流動によって竹竿の位置、標
高が変化するため、流動速度も測定する。各観測点間では、雪上車に設置した GNSS によって
雪面高度が連続的に測定されている。その結果、輸送ルート全域において 2000年頃以降は涵養
傾向であること、表面質量収支と氷床表面地形との相関性があることが指摘されている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では東南極に集中し、過去 30年間の表面質量収支の時空間変化、質量変化の空間的ば
らつきに対する氷床地形の影響、および近年の質量増加メカニズムの解明を目的とする。 
 具体的には以下の 3点を進める。(1) 南極地域観測隊の輸送ルートに沿って取得された雪面高
度変化、表層積雪密度、氷床流動速度データを解析し、表面質量収支と誤差の解析を詳細に行う。
GNSSで測定された雪面高度データを解析し、表面地形データを整備する。(2) 衛星高度計で観
測された、東南極全域に及ぶ近年の氷床表面高度データを整備する。表面地形と雪尺観測による
表面質量収支との相関性を解析し、表面質量収支に対する氷床地形の影響を解明する。(3) 表面
質量収支データと既存の再解析データ、領域気候モデルによる表面質量収支とを比較し、東南極
DML地域における近年の質量増加メカニズムを考察する。 
 
３．研究の方法 
 
南極地域観測隊で 1991年以降に測定された雪面高度変化、表層積雪密度データを精査し、表
面質量収支をまとめたデータセットを構築する。また GNSS で測量された輸送ルート上の表面
高度データを整備する。南極地域観測隊に参加して、最新の表面質量収支を測定し、上述の表面
質量収支データセットと結合する。同時に高精度 GNSS を用いて、ルート上の氷床表面地形を
測定する。衛星高度計（CryoSat-2：2010年以降）で観測された東南極における氷床表面高度、
及び表面傾斜データを整備する。東南極全域における 1990年代以降の表面質量収支の時空間変
化を明らかにする。また、氷床表面高度から求めた表面傾斜角、傾斜方向と表面質量収支の間で
相関解析を行い、表面質量収支と表面地形との関係を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 
（１）JARE60での雪尺観測及び GNSS測量の実施 
 2018年 11 月から 2019年 2 月に第 60次日本南極地域観測隊（JARE60）に参加し、輸送ル
ート上 504 点において雪面上に露出する雪尺の長さを測定した。また雪上車のルーフに設置し
た高精度 GNSS を用いて、精密な氷床表面高度測量を実施した。輸送ルートの往復路、および
ドームふじ基地南方領域（総面積約 1500 平方 km）において測量を行い、総距離 3200 kmに及
ぶ氷床表面高度データを得た。 
 
（２）表面質量収支の空間変動 
輸送ルート上 504点において取得された過去のデータ（1991–2017年）と上記 4.1で取得し
た雪尺長データをまとめ、各観測間での雪面高さ変化を求めた。各観測の間隔は不均一であるた
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め、9–15 ヶ月の観測間隔を持つ雪面高さ変化を 1年間あたりの値に変換した。降雪パターンの
変化による涵養量の年々変動は、表面地形による再分配の影響よりも十分に小さいため 4)、雪面
高さ変化の季節依存性は無視できると仮定した。輸送ルート上での標高と積雪表層密度の経験
式 5)を用いて雪面高さ変化量を水当量に変換し、年間あたりの表面質量収支を求めた。 

1991–2018年における輸送ルート上 504点の表面質量収支は-540–852 mm water equivalent 
(w.e.) a-1の範囲で、平均値は 77 mm w.e. a-1、標準偏差は 96 mm w.e. a-1であった。南極氷床上
の標高約 600–3800 m に位置する輸送ルートは全域において表面質量収支が正の値である涵養
域に含まれるが、その時空間変動は 2 kmの距離で隣り合う雪尺間でも非常に大きい。ECMWF 
ERA5 などの再解析データによる観測領域の降水量は、沿岸から内陸に向かって次第に減少す
る空間分布を示している。氷床表面では、低温で高密度の空気が高高度（内陸）から低高度（沿
岸）へ向かって移動する斜面下降風（カタバ風）が断続的に発生し、氷床表面の積雪が風によっ
て削剥し、他地点へ輸送されて再堆積する。これらの結果から、風による積雪の再堆積が表面質
量収支の時空間変動を大きくしていることが示唆された。 
次に、輸送ルートにおける表面質量収支の空間分布を評価した。はじめに 504 点の各雪尺に
おける観測期間の平均表面質量収支を求めた。この状態では依然として空間的ばらつきが大き
いため、各観測点の平均表面質量収支を 10点（水平距離 20 kmに相当）で移動平均した。Figure 
1aは沿岸（S16）から内陸（ドームふじ）に至る輸送ルート上の表面質量収支分布と氷床表面高
度を示す。表面質量収支の空間分布においては、以下 3点の特徴を得た。(1) 沿岸（S16）から
南緯約 70.8°に位置するみずほ基地付近までは、氷床表面高度の増加とともに涵養量は減少し
た。特に表面傾斜が比較的急である南緯 69–69.5°、70°付近では、涵養量は内陸に向かって急
激に減少している。(2) みずほ基地より内陸では、涵養量は一度増加し、大きな年々変動を伴い
ながら減少した。また南緯 70.8–74°の領域では、涵養量が大きい場所、小さい場所が周期的に
分布している。(3) 南緯 74°以南の領域では涵養量は内陸に向かって次第に減少し、年々変動の
ばらつき（標準偏差）も比較的小さくなっている。次に各雪尺における表面質量収支の年々変動
の強度を空間的に評価するために、変動係数（標準偏差 / 平均値）を求めた（Fig. 1b）。変動係
数は南緯 70–74°で 1 を超えるような大きな値を示し、この区間で表面質量収支の年々変動の
ばらつきが比較的大きいことを示唆する。この領域は沿岸から内陸まで平均値約 50–100 mm 
w.e. a-1の範囲であり、内陸に向かって明らかな増減の傾向は見えず、周期数十 km 程度の表面
質量収支の増減が見られた。本研究では変動係数の違いによって観測領域を 3 区分した。沿岸
から内陸に向かって、変動係数＜1 の範囲を沿岸域（coastal）、変動係数＞1 の範囲をカタバ領
域（katabatic）、再び変動係数＜1の範囲を内陸域（inland）とした。coastal、inlandの表面質
量収支分布は上記(1)、(3)で解釈される。次に katabatic 領域の空間分布を議論する。 
 

Fig. 1：(a) 南極氷床
上輸送ルートにおけ
る、沿岸（S16）から
内陸（ドームふじ）に
至る雪尺観測による
表面質量収支平均値
（1991-2018年）。灰
色点は各雪尺におけ
る全期間の平均値、
青曲線は水平 20 km
の移動平均値、青色
ハッチ領域は移動平
均に伴う標準偏差を
示す。黒曲線は氷床
表面高度を示す。(b) 
表面質量収支の移動
平均値とその標準偏
差から得た変動係数。 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

 

Fig. 2：(a) 南極氷床上輸送ルートにおける、沿岸（S16）から内陸（ドームふじ）に至る表面質
量収支（紫曲線）と氷床表面傾斜角（橙曲線）（ともに 4 km 移動平均）。変動係数による 3 区分
領域を両矢印でしめす。(b) 表面質量収支と表面傾斜角（ともに 4 km 移動平均）の散布図。 
 
 Figure 2aに沿岸（S16）から内陸（ドームふじ）に至る輸送ルート上の表面質量収支と氷床
表面傾斜角を示す。表面傾斜は衛星高度計 CryoSat-2による数値標高モデル（1 km解像度：引
用文献 6）より最大傾斜角と傾斜方向を計算し、雪尺設置点において内挿した後に表面質量収支
と合わせて水平距離 4 km（2点）で移動平均した。表面傾斜角は氷床縁辺部で大きく、変動を
伴いながら内陸に向かって次第に減少している。南緯約 70.5°以北までは傾斜角の変化は細か
く、以南ではより大きな波長に変わっている。南緯 75°以南では傾斜角、振幅ともに小さくな
る。次に傾斜角の変動が特徴的な南緯 70–74.8°に着目し、同区間の表面質量収支との関係を議
論する。表面傾斜角が大きい（急傾斜の）場所では表面質量収支（涵養量）は小さく、傾斜角が
小さい（平坦な）場所では表面質量収支が大きい関係が見られた（Fig. 2b）。特に表面傾斜角が
0.4°を超えると、表面質量収支は指数関数的に減少している。当該領域は南極氷床の中腹にあ
たり、カタバ風が卓越している。そのため風による積雪の再堆積による影響が顕著である。カタ
バ風は氷床表面地形に沿った重力流であるため、内陸（高高度）から沿岸（低高度）へ向かって
表面傾斜が急になる地点では流れが加速し、急傾斜から平坦に転じる場所では減速する。そのた
め、カタバ風が強く吹く急傾斜地の上流側では積雪の削剥が強く、傾斜から平坦に転じる場所で
は吹き溜まりによる再堆積が起こりやすい。実際に両地点間では雪面形状も異なっており、急傾
斜地では風によって磨かれたような光沢雪面が、平坦地では積雪の吹き溜まりが確認されてい
る。南極氷床における積雪の堆積は表面地形に強い影響を受け、さらに氷床表面地形の変化は、
氷床下の基盤地形の凹凸が伝播して形成されることが明らかにされている 4)。本研究では表面質
量収支と氷床表面地形の関係性に関してルート沿いの 2 次元的な解析に留まった。表面質量収
支と氷床表面地形の相関関係を 3次元（面）的に解明することが今後の重要な課題である。 
 
（３）表面質量収支の時系列変動 
 雪尺観測による表面質量収支の時系列変化（1991–2018 年）を解析した。時系列解析では降
水量の年々変動の解明を主目的としたため、氷床表面地形の影響を受けない空間スケールを採
用した。上記（２）で区別した coastal、katabatic、inlandと観測領域全域（S16–DF）それぞ
れに含まれる雪尺観測データを年ごとにまとめ、平均値と標準偏差を求めた。全域では 47–142 
mm w.e. a-1の範囲で、平均値と標準偏差はそれぞれ 78、25 mm w.e. a-1であった。観測期間に
おける表面質量収支の傾向を見てみると、全区域において涵養量は微増傾向ではあるが、年々変
動が大きいため有意な関係は見られなかった。表面質量収支の年々変動は特に coastalで大きく、
平均値 115 mm w.e. a-1に対し 59–270 mm w.e. a-1の範囲で変動した。観測期間の中で 2008–
2009年（みずほ基地以南は 2009年に観測を行なっていないため、2008、2009年の平均値とし
た）と 2011年に顕著な多涵養が明らかになった。このうち 2008–2009年は coastalから inland
までの全領域で多涵養量が観測されたのに対し、2011 年は coastal 領域のみ観測された。当該
観測領域を含む東南極の DML地域では、重力衛星観測によって 2003–2012年に氷床質量の増
加が報告されている 2)。現地観測と再解析データの解析から、質量増加の主な要因は 350 Gtに
も及ぶ多量の降雪であり、そのほとんどが 2009年 5 月、2011年 6 月に発生した計 5回の降雪
イベントに起因することが明らかになっている 7)。この多量の降雪は、Atmospheric Riverと呼
ばれる低気圧性の大気循環場に伴う低緯度地域から氷床内陸への湿潤空気の流入が原因とされ、
年間降水量が約 30 mm以下のドームふじ基地では、湿潤空気の流入を起源とする降水は、年間
降水量の約 60%を占めると報告されている 8)。本研究では、雪尺観測の結果から両年の多降雪イ
ベントの痕跡を捉えることができたが、これらのイベントは数日〜数週間の時間スケールで起
こるため、雪尺観測のみではイベントの全容とそのメカニズムを捉えることは難しい。今後の課
題として、より高い時間分解能を持つ現地観測や、再解析データ等を利用した複合的な研究が必
要である。 
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Fig. 3：観測領域全域、coastal、katabatic、inland 領域における 1991–2018年の表面質量収支
の平均値（実線）と標準偏差。破線は平均値の線形回帰。 
 
（４）高精度 GNSS測量による氷床広域表面高度観測 
 高精度 GNSS を用いて、輸送ルート往復路及びドームふじ基地南方域において氷床表面高度
測量を実施した。GPS、GLONASS、Galileo衛星電波を受信可能な二周波アンテナを雪上車上
に設置し毎秒記録した。高精度単独測位（PPP）によって 3 次元座標を解析し、精度検証を行
い、氷床表面高度データセットを構築した。測位衛星の捕捉数等の影響により所々でデータの欠
測があるが、観測領域全域において概ね表面高度データを取得した。氷床表面高度データは、独
立したデータ論文として今後出版する予定である。 
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